
 

 

東広島市立中央中学校ＰＴＡ規約 新旧比較表 

 

改訂前  改訂案（改訂後の内容→朱書き） 

東広島市立中央中学校ＰＴＡ規約 
 
第１章  総則 

第１条  本会は、東広島市立中央中学校Ｐ

ＴＡと称する。 

第２条  この会は、学校と家庭が一体とな

り、会員自らの教養を向上させると

ともに、生徒の教育に対する理解と

協力をたかめ、環境を整備して教育

を振興し、生徒の福祉を増進するこ

とを目的とする。 

第３条  この会の会員は、次の通りとす

る。 

    １ 中央中学校に在籍する生徒の保

護者 

    ２ 中央中学校に在職する教職員 

第４条  この会の事務局は、中央中学校に

おく。 

 

東広島市立中央中学校ＰＴＡ規約 
 
第１章  総則 

第１条  本会は、東広島市立中央中学校Ｐ

ＴＡと称する。 

第２条  この会は、学校と家庭が一体とな

り、会員自らの教養を向上させると

ともに、生徒の教育に対する理解と

協力をたかめ、環境を整備して教育

を振興し、生徒の福祉を増進するこ

とを目的とする。 

第３条  この会の会員は、次の通りとす 

る。 

１ 中央中学校に在籍する生徒の保 

護者 

２ 中央中学校に在職する教職員 

第４条  この会の事務局は、中央中学校に

おく。 

 
第２章  事業 

第５条  この会は、第２条の目的を達する

ために部を置き、次の事業を行う。 

１ 広報部 

イ 本会の目的達成のための広報 

事業 

ロ 会報の発行 

２ 教養・学年部 

イ 会員相互の研修を企画し、家庭

教育・学校教育の推進向上を図る

事業 

ロ 講演会などの開催 

ハ 県Ｐ・市Ｐ連の研修協力と参加 

二 学年・学級の諸問題の解決を図 

る事業 

ホ 各学年の年間事業計画の作成 

３ 福祉厚生部 

イ 環境整備（安全・美化・緑化）

に努め、生徒の健康安全を図る事

業 

ロ ＰＴＡ活動・生徒活動を推進す

るための資金調達計画の立案 

４ 生活指導部 

イ 生徒の健全育成を図るため、家

庭・地域の教育力を高める事業 

ロ 校外指導・交通指導の実施 

ハ 休暇中の生活指導 

 

第２章  事業 

第５条  この会は、第２条の目的を達する

ために、次の事業を行う。 

１ 本会の目的達成のための広報事    

 業 

２ 会員相互の研修を企画し、家庭教

育・学校教育の推進向上を図る事業 

３ 講演会などの開催 

４ 県Ｐ・市Ｐ連の研修協力と参加 

５ 学年・学級の諸問題の解決を図 

る事業 

６ 環境整備（安全・美化・緑化）に

努め、生徒の健康安全を図る事業 

７ ＰＴＡ活動・生徒活動を推進する

ための資金調達計画の立案 

８ 生徒の健全育成を図るため、家

庭・地域の教育力を高める事業 

９ 校外指導・交通指導の実施 

10 休暇中の生活指導 

11  ＰＴＡ執行部が必要であると認 

める事業 
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第３章  役職員 

第６条  この会に、次の役員をおく。   

会長１名、副会長若干名、各部長・ 

副部長８名、監査２名、会計２名 

（保護者１、教職員１）、校長、 

書記２名（教職員２）、顧問１名 

第７条 会長、副会長、監査委員は４月定

例総会において、会員中より選任す

る。書記及び会計・顧問は、会長が

委嘱する。 

※顧問は会長が必要とした場合に、

任命することができる。 

第３章  役職員 

第６条  この会に、次の役職員をおく。   

会長１名、副会長若干名、監査２名、

会計２名（保護者１、教職員１）、

校長、書記２名（教職員２）、顧問

１名 

第７条  会長、副会長、監査委員は４月定

例総会において、会員中より選任す

る。書記及び会計・顧問は、会長が

委嘱する。 

※顧問は会長が必要とした場合に、

任命することができる。 

 
第４章  役職員の任務 

第８条  役職員の任務は、次の通りとす

る。 

１ 会長は、この会を代表し会務を統

括する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に

事故ある時はこれを代理する。 

３ 監査委員は、会計を監査する。 

４ 書記は、この会の一切の事務を処

理する。 

５ 会計は、金銭物品の出納管理をす

る。 

第９条  役員の任期は１年とする。ただし

再任を妨げない。欠員を補充した場

合の任期は前任者の残任期間とす

る。 

 

第４章  役職員の任務 

第８条  役職員の任務は、次の通りとす 

る。 

１ 会長は、この会を代表し会務を統

括する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に

事故ある時はこれを代理する。 

３ 監査委員は、会計を監査する。 

４ 書記は、この会の一切の事務を処

理する。 

５ 会計は、金銭物品の出納管理をす

る。 

第９条  役員の任期は１年とする。ただし

再任を妨げない。欠員を補充した場

合の任期は前任者の残任期間とす

る。 

 
第５章  総務委員会・部 

第１０条 総務委員会は、会長、副会長、校

長、監査、書記、会計、各部長・副

部長をもって構成し、会長の招集に

より、本会の予算案・決算・各部の

事業計画・その他、他校視察、各種

研究調査、各種関連機関・団体との

連携、重要事項について審議検討

し、これが運営にあたる。 

第１１条 総務委員会において必要と認め 

た場合は、特別委員会を開くことが

できる。 

第１２条 総務委員会は、委員の半数以上が

出席しなければ成立しない。 

第１３条 部は、会長の招集により、その部

の所属事業について実施計画を立

案し、総務委員会の承認を得るもの

とする。 

第１４条 部は、各学年の保護者の中から選

出された部員によって構成され、第

５条の１から４の事業を推進する

ために協議し、これを運営する。 

第５章  総務委員会 

第１０条 総務委員会は、会長、副会長、校

長、監査、書記、会計、学年窓口を

もって構成し、会長の招集により、

本会の予算案・決算・各部の事業計

画・その他、他校視察、各種研究調

査、各種関連機関・団体との連携、

重要事項について審議検討し、これ

が運営にあたる。 

第１１条 総務委員会において必要と認め 

た場合は、特別委員会を開くことが

できる。 

第１２条 総務委員会は、委員の半数以上が

出席しなければ成立しない。 

第１３条 学年窓口（若干名）は、各学年の

保護者の中から選出する。 

 

 



 

 

第６章  総会・例会 

第１６条 毎年４月に定例総会を開き、次の

ことを行う。 

１ 前年度の事業・決算の承認 

２ 役員の改選 

３ 新年度の事業計画・予算案の決議 

４ その他 

第１７条 総会の決議は、出席者の過半数の

同意を必要とする。 

第１８条 会長は、必要ある時は臨時総会を

招集することができる。 

第１９条 原則として定期的に総務委員会 

を開き、第１０条の任務の遂行をは

かるとともに、学校教育と家庭教育

の連携を密にするための協議懇談、

その他の事業を行う。 

 

第６章  総会・例会 

第１４条 毎年４月に定例総会を開き、次の

ことを行う。 

１ 前年度の事業・決算の承認 

２ 役員の改選 

３ 新年度の事業計画・予算案の決議 

４ その他 

第１５条 総会の決議は、出席者の過半数の

同意を必要とする。 

第１６条 会長は、必要ある時は臨時総会を

招集することができる。 

第１７条 原則として定期的に総務委員会 

を開き、第１０条の任務の遂行をは

かるとともに、学校教育と家庭教育

の連携を密にするための協議懇談、

その他の事業を行う。 

 
第７章  会計 

第２０条 この会の会計年度は、毎年４月１

日に始まり翌年３月３１日に終わ

る。 

第２１条 この会の経費は、会費と寄付金、

各種事業益金、その他の収入をもっ

てあてる。 

第２２条 会費は、生徒一人につき月額３０

０円とし、学期ごとに一括納入す

る。 

第２３条 会員の中で特別の事情がある場

合、会長は、その人の会費を減免す

ることができる。 

第２４条 慶弔規定は、別途定める。 

 

第７章  会計 

第１８条 この会の会計年度は、毎年４月１

日に始まり翌年３月３１日に終わ

る。 

第１９条 この会の経費は、会費と寄付金、

各種事業益金、その他の収入をもっ

てあてる。 

第２０条 会費は、生徒一人につき月額３０

０円とし、学期ごとに一括納入す

る。 

第２１条 会員の中で特別の事情がある場

合、会長は、その人の会費を減免す

ることができる。 

第２２条 慶弔規定は、別途定める。 

 
附則 

この会の新しい規約の作成、あるいは、こ

の規約を変更または廃止しようとするとき

は、総会の決議を経なければならない。 

この規約は、平成２３年４月２０日から実

施する。 

附則（平成２８年４月１５日） 

この規約は、平成２８年４月１５日から実

施する。 

この規約は、平成３０年４月２８日から実

施する。 

この規約は、令和６年３月１１日から実施

する。 

 

附則 

この会の新しい規約の作成、あるいは、こ

の規約を変更または廃止しようとするとき

は、総会の決議を経なければならない。 

この規約は、平成２３年４月２０日から実

施する。 

附則（平成２８年４月１５日） 

この規約は、平成２８年４月１５日から実

施する。 

この規約は、平成３０年４月２８日から実

施する。 

  この規約は、令和６年３月１１日から実施

する。 

  この規約は、令和７年３月１０日から実施

する。 

 

 

 


